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Abstract
In this study, we conducted a questionnaire survey targeting 576 facility staff in charge of hospitals 
focusing on admission cooperation between facilities regarding the life history of the elderly with 
dementia. We concluded that there was no cooperation between facilities for information only limited to 
life history due mainly to “Not enough time.”, “Private contents.”, “Insufficient amount/contents of 
information.”, and “inadequacy of the recording paper.”. As a result of these problems, the following 
items should be added to the assessment sheet: (1) preparation of the assessment sheet, (2) guidance 
manual to enhance cooperation between facilities, and (3) a “self-record notebook” written by an elderly 
person himself/herself. 
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Ⅰ．はじめに
　わが国における認知症の人の数は，団塊の世代が 75
歳以上になる 2025 年には約 700 万人を超えると言われ
ており，65 歳以上の高齢者の５人に１人が認知症にな
るといわれており（厚生労働省老健局高齢者支援課
2012），認知症高齢者は増加の一途をたどっている．
　認知症高齢者の支援のあり方として政府が提示した，
2015 年「認知症施策推進総合戦略」（認知症施策推進総
合戦略 2015）の基本方針では，「認知症の人の意思が尊
重され，できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分ら
しく暮らし続けることができる社会の実現を目指す」こ
ととされている．
　認知症の人は環境の変化に敏感であり，入院，入所，
転居等によりリロケーションダメージを受けやすい．そ
のため多職種が連携して，住み慣れた地域で「自分らし
く」生活できるよう支援することが重要である（山田
2016：404）．
　認知症でなければ，環境が変化したことを認識し，自
分がどのように生活していたのかなどの生活歴等を発信
することができる．しかし，認知症になると，時間の経
過とともに判断力や理解力，コミュニケーション能力が
さらに低下し，会話が困難となり，生活歴等の情報提供
の可否の判断や発信することができにくくなってくる．
　リロケーションによる主な症状は，入所後１週間で生
じやすいといわれている（小松ら 2013：505）．認知症
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高齢者のリロケーションダメージの軽減を図るには，生
活歴等の情報を入所前もしくは入所の早期の段階で把握
し，早期に効果的な介入を行うことで，「自分らしく」
生活できるよう環境を整える必要がある．認知症高齢者
の生活歴等に関しては，稲田ら（2010:73-74）は，介護
職員が生活歴等を把握している群は，把握していない群
に比べ，認知症高齢者に対し，より肯定的な感情を抱く
ことを明らかにしている．水野（2004:114-116）は，「認
知症の人は，人の心を映す鏡のようなもの」と述べてお
り，介護職員が認知症高齢者の生活歴等を把握し肯定的
な感情を抱くことは，認知症高齢者を適切にケアするた
めの必要条件である．
　認知症高齢者の生活歴等を把握することが，認知症特
有の「認知症の行動・心理症状」（BPSD：Behavioral 
and Psychological Symptoms of Dementia）の原因や対
処法を知ることや，ケアの手がかりを得ることに繋がる
ことは，よく知られている（山本ら 2006：23-35 および
加藤ら 2007：３-16）．
　そこで本研究は，認知症高齢者の生活歴等の施設間連
携に焦点を当て，認知症高齢者の入退所業務を担当して
いる施設職員を対象に，認知症高齢者の生活歴等の施設
間連携の実態や課題を明らかにし，得られた結果から，
認知症高齢者の生活歴等の施設間連携が円滑に行われる
ための方法論を探究することを目的とする．
【言葉の定義】
　「生活歴等」：社会福祉用語辞典（山縣ら 2013：74）は，
「生活歴」を「福祉サービス利用者の出生から現時点ま
での成育歴，学歴，職歴，結婚歴など」と定義している．
本研究においては，家族構成やキーパーソンなどの基本
情報を含め，学歴や職歴，結婚歴，さらに，BPSD の軽
減，ケアの手がかりになるような生活習慣，趣味，関心
の対象なども含め，「生活歴等」と表現した．
Ⅱ．研究方法
１．調査対象者
　調査対象者は，2014 年 WAM-NET に登録されている
全国 47 都道府県内の 24 都府県から，多段抽出法により
無作為に抽出した，介護老人福祉施設，介護老人保健施
設，介護療養型医療施設，認知症対応型共同生活介護の，
４種別の施設に勤務し，24 都府県内の各種別から６施
設，入退所を担当する職員各１名の 576 名とした．入退
所を担当する個別の職員の選定は各施設長に一任した．
２．調査期間と調査方法
⑴調査期間：平成 28 年 11 月 28 日～ 12 月 23 日．
⑵調査方法：自記式質問用紙を用いた郵送調査法．
３．調査内容
アンケート内容は次のとおりとした．
⑴調査対象者の基本属性
　対象者の基本属性として，性別，年齢，保有資格，
入退院担当経験年数，担当利用者数，施設の種別を
たずねた．
⑵生活歴等の情報の施設間連携の現状について
　生活歴等の情報の施設間連携の現状については，
「生活歴等の必要性の認識」「前施設の生活歴等の情
報提供への要望」「普段の施設間連携状況」「生活歴
等に限定した施設間連携状況」の各項目について，
５件法でたずねた．
⑶認知症高齢者の生活歴等の情報連携の課題について
　認知症高齢者の生活歴等の情報連携についての課
題については，自由記述とした．
４．分析方法
分析方法は単純集計を基本とした．
⑴生活歴等の情報の施設間連携の現状について
　「３．調査内容　２）生活歴等の情報の施設間連
携の現状について」の質問内容の４項目について，
「十分／ある・できている」を５点，「割合／ある・
できている」を４点，「どちらともいえない」を３点，
「あまり／ない・できていない」を２点，「ない」を
１点とし点数化した．また，生活歴等に限定した施
設間連携の現状を深める要因を探るため，「生活歴
等に限定した施設間連携」と「生活歴等の必要性の
認識」，「前施設の生活歴等の情報提供への要望」，「普
段の施設間連携状況」との間に関連があるか，対応
のあるt検定を行った．有意水準は５％未満とした．
⑵認知症高齢者の生活歴等の情報連携についての課題 
　について
　自由記述で得られたすべての回答を一文一義とな
るように分割し，情報連携の課題と関連するデータ
を抽出した．次に，それらを類似性によってグルー
ピングし，サブカテゴリ―にまとめた．さらにサブ
カテゴリ―を抽象度の高いカテゴリーに統合した．
５．倫理的配慮
　施設長並びに研究協力者に書面にて本調査趣旨を説明
し，調査内容は研究目的以外には使用せず責任をもって
保管すること，施設並びに研究協力者が特定されないよ
うに分析処理を行うこと等を明記し，研究協力を依頼し
た．アンケートの回収は，研究協力者が直接研究者宛て
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に返信することとし，調査票の回収をもって本研究への
同意とみなした．また，九州保健福祉大学倫理委員会の
承認を経て調査を実施した（承認番号：16-033）．
Ⅲ．結果
　回収数は，576 部のうち 165 部（回収率 28.6%）だった．
欠損値がある３部を除いた 162 部（回収率 28.1%）を分
析対象とした．
１．対象者の基本属性の結果
　対象者の基本属性を表１に示す．男性が 91 名（56.2%），
女性が 71 名（43.8%）であった．
　平均年齢は 45.6±10.7（平均値 ±SD）歳，保有資格
は社会福祉士が 39 名，介護福祉士が 94 名，看護師・保
健師が 24 名，理学療法士・作業療法士が３名，介護支
援専門員が 100 名，ホームヘルパーが 64 名，その他が
27 名であった（複数回答）．その他 27 名の主な内訳は，
医師が１名，事務職が２名以外は，精神保健福祉士や保
育士，社会福祉主事，認知症ケア専門士等の資格であり，
前述の資格も保有していた．入退院担当経験の平均年数
は 7.7±6.0 年，入所者数は 49.2±33.5 名，施設の種別は，
介護老人福祉施設 50 施設（30.9%），介護老人保健施設
36 施設（22.2%），介護療養型医療施設 28 施設（17.3%），
認知症対応型共同生介護施設 48 施設（29.6%）であった．　
２．生活歴等の情報の施設間連携の現状について
⑴生活歴等の情報の施設間連携の現状について
（表２‐１）
　「生活歴等の必要性の認識」は，「十分ある」が 154 名
（95.1%），「割とある」が５名（3.0%），「どちらともいえ
ない」が３名（1.9%），「あまりない」が０名（０%），「な
い」が０名（０%）であった．
　「前施設の生活歴等の情報提供への要望」は，「十分あ
る」が 132 名（81.5％），「割とある」が 25 名（15.4%），「ど
ちらともいえない」３名（1.9％），「あまりない」１名
（0.6%），「ない」１名（0.6％）であった．
　「普段の施設間連携状況」については，「できている」
が 49 名（30.2％），「割ととできている」が 86 名（53.1%），
「どちらともいえない」が 19 名（11.7%），「あまりでき
ていない」が４名（2.5%），「できていない」が４名（2.5%）
であった．
　「生活歴等に限定した施設間連携状況」については，「で
きている」が 24 名（14.9％），「割とできている」が 89
名（54.9％），「どちらともいえない」25 名（15.4％），「あ
まりできていない」（14.2%），「ない」１名（0.6％）であっ
た．
⑵「生活歴等に限定した施設間連携状況」との関連に
ついて（表２‐２）
　「生活歴等に限定した施設間連携の現状」と，「生活歴
等の必要性の認識」，「前施設の生活歴等の情報提供への
要望」，「普段の施設間連携状況」との間に有意な差
（p<0.01）が認められた．
３．認知症高齢者の生活歴等の情報連携の課題について
　認知症高齢者の生活歴等の情報連携の課題について
52 の回答が得られた．これを４つのカテゴリー，８つ
のサブカテゴリーにまとめた（表３）．
　以下，【　】をカテゴリー，《　》をサブカテゴリ―，「　」
を自由記述の抜粋とした．
⑴【時間的余裕がない】は，サブカテゴリーとして《多
忙で時間がとれない》，《先方の職員も多忙なのでは》が
抽出された．
1《多忙で時間がとれない》
　「業務が多く時間に追われている」，「相談員が少ない
ため多忙である」といった，職員の人材不足の中で時間
に追われ時間的余裕がない内容であった．
2《先方の職員も多忙なのでは》
　「先方の職員が忙しそう」，「忙しい中，申し訳ない」
といった，他施設職員に時間を取ってもらって対応して
もらうことに対し，気兼ね，気遣いをしている内容であっ
た．
⑵【プライベートな内容】は，サブカテゴリーとして《個
人情報保護法の観点から》，《どこまで情報提供したらい
表 1．対象者の基本属性
属性 項目 n(%）
男性 91(56.2)
女性 71(43.8)
年齢
社会福祉士 39
介護福祉士 94
看護師.保健師 24
理学療法士・作業療法士 3
介護支援専門員 100
ホームヘルパー 64
その他 27
入退院業務経験年数
担当利用者数
介護老人福祉施設 50(30.9)
介護老人保健施設 36(22.2)
介護療養型医療施設 28(17.3)
認知症対応型共同生活介護 48(29.6)
　ｎ＝162　 ( )内は％
表1. 対象者の基本属性
45.6±10.7
7.7±6.0
49.2±33.5
性別
保有資格(重複回答)
施設の種別
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いのか迷う》が抽出された．
1《個人情報保護法の観点から》
　「個人情報保護法との兼ね合いで難しい」，「個人情報
保護法により情報が妨げられるといった，法律上の観点
から生活歴等の情報を連携することが制限されるといっ
た内容であった．
2《どこまで情報提供したらいいのか迷う》
　「生活歴となればどこまで伝えていいのか判断に迷う
ことがある」といった，生活歴等がプライベートな内容
であるため，どこまで提供できるのかという判断が難し
いといった内容や，「情報の内容が人によって異なるの
で難しい」といった，生活歴等の情報は，一人ひとり異
なるので，一人ひとりに対応した情報提供の判断が難し
いといった内容であった．
⑶【情報の量・内容が不十分】は，サブカテゴリーとし
て《家族・親族から情報が得られない》，《情報の内容が
曖昧》が抽出された．
1《家族・親族から情報が得られない》
　「家族が把握していないことがあり情報が得られな
い」，「独居で家族が遠方にいるため情報収集ができてい
ない」といった，情報源が少ないといった内容であった．
2《情報の内容が曖昧》
　「独居であれば内容が不透明なことがある」「認知症の
進行に伴い情報が不明瞭」など，得られた情報が不確実
であるといった内容であった．
⑷【記載用紙の不備】は，サブカテゴリーとして《共通
に使用できる書類・様式がない》，《施設により内容の程
度に差がある》が抽出された．
1《共通に使用できる書類・様式がない》
　「書式を１から作るのは時間がかかり大変」といった
各施設での作成が困難であることや，「共通に使用でき
る様式がない」といった，施設間で連携する様式がない
といった内容であった．
2《施設により内容の程度に差がある》
　「各施設・病院の対応がそれぞれ異なり内容に差があ
る」「施設の担当者により捉え方が異なる」など，提供
される情報が施設や担当者によって異なるといった内容
であった．
Ⅳ．考察
　本研究の結果，入退院を担当している施設職員は，認
知症高齢者の生活歴等の必要性を認識し，前施設から生
活歴等の情報提供を要望しているが，情報共有に関する
施設間連携はできていなかった．普段の一般業務におけ
る施設間連携はできているが，認知症高齢者の生活歴等
の情報における施設間連携がとられていなかったことが
明らかになった．
　その要因として，【時間的余裕がない】，【プライベー
トな内容である】，【情報の量・内容が不十分】，【記載用
紙の不備】が抽出された．このような現状にある認知症
十分ある 割とある どちらともいえない あまりない ない
154（95.1） 5（3.0 ） 3（1.9） 0（0） 0（0）
十分ある 割とある どちらともいえない あまりない ない
132（81.5） 25（15.4） 3（1.9） 1（0.6） 1（0.6）
できている 割とできている どちらともいえない あまりできていない できていない
49（30.2） 86（53.1） 19（11.7） 4（2.5） 4（2.5）
できている 割とできている どちらともいえない あまりできていない できていない
24（14.9） 89（54.9） 25（15.4） 23（14.2） 1（0.6）
n＝162　（　　）内は％
生活歴等の必要性の認識
前施設からの情報提供への要望
生活歴等に限定した施設間連携
普段の施設間連携状況
表２－１．生活歴等の施設間連携の現状
質問内容 Mean±S.D
生活歴等に限定した施設間連携 3.69＋0.91
生活歴等の必要性の認識 4.93±0.32
前施設の生活歴等の情報提供の要望 4.77±0.57
普段の施設間連携状況 4.06＋0.86
表２－２．施設間連携の現状（検定結果）
ｎ＝162　対応のあるt検定   *<0.05  **<0.01
**
**
**
カテゴリー サブカテゴリー
①．多忙で時間がとれない
②．先方の職員も忙しいのでは
①．個人情報保護法の観点から
②．どこまで情報提供したらいいのか迷う
①．家族・親族から情報が得られない
②．情報の内容が曖昧
①．共通に使用できる書類・様式がない
②．施設により内容の程度に差がある
４．記載用紙の不備
表３．認知症高齢者の生活歴等の施設間連携の課題
１．時間的余裕がない
２．プライベートな内容
３．提供する情報の量・内容が不十分
表２－１．生活歴等の施設間連携の現状
表２－２．施設間連携の現状（検定結果）
表３．認知症高齢者の生活歴等の施設間連携の課題
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高齢者の生活歴等の施設間連携が円滑に実施できるよ
う，課題となっている要因を考察し，そこから方法論を
導出する．
１．【時間的余裕がない】について
　入退院を担当している職員は，福祉施設における人材
不足により，多種の業務を兼務していて《多忙で時間が
とれない》状況にあることが推測される．また，自分自
身が多忙であるため《先方の職員も多忙なのでは》と思
い，連携する時間を取ってもらうことに躊躇し，気兼ね・
遠慮していることが推認される．
　普段の一般業務における施設間連携は時間的余裕がな
い中でもできている．山川ら（2016：483-485）は，退
院先のケア施設が認知症者を受け入れる際に必要な情報
として，11 のカテゴリーを抽出している．その 11 のカ
テゴリーには，認知症の症状，認知症の症状への対応，
薬物治療，身体状況，暮らしぶり，本人の希望等が含ま
れる．生活歴等の定義は，本研究と異なるが，生活歴等
は，コードの一部として認められている．認知症高齢者
の施設間連携を円滑にするために必要な情報は，多岐に
わたるため，医学情報や身体状況，BPSD やケアの方法
などの情報が優先され，時間的余裕がない限られた時間
の中で，生活歴等の情報までは手がまわらない現実があ
るのではないかと推測される．時間的余裕がない限られ
た時間の中で，生活歴等の情報を適切に連携するために
は，効率的に連携していく必要がある．
２．【プライベートな内容である】について
　2005 年４月の施行された「個人情報の保護に関する
法律」（以下個人情報保護法）制定の背景には，住民基
本台帳法改正による住民基本台帳ネットワーク導入によ
る情報漏れの危惧や，民間企業における大量の個人情報
の流出が相次ぐなど，法律制定の必要性が認識されるよ
うになったといわれている（関 2015：７）．施行後，《個
人情報保護法の観点から》，「保護法」の名称が誤解と過
剰反応を招き，これまで適切に提供できていた介護サー
ビスの質や量が低下している，との報告がある（社団シ
ルバーサービス振興会 2006）．
　しかし，個人情報保護法の本来の目的は，「個人情報
の有用性に配慮しつつ，個人の権利利益を保護すること」
である．つまりその主旨は，個人情報を保護するだけで
なく，有用に利活用することである．
　生活歴等の情報を施設間連携する場合，「個人情報保
護法」では，個人データの「第三者提供」規定として，
第 23 条に，「あらかじめ本人の同意を得ないで，個人デー
タを第三者に提供してはならない」とあり，「本人の同意」
が必要である．つまり，転院先の施設の求めに応じて入
所者の情報を提供する場合は，「本人の同意」が必要で
あるため，転院先の施設職員が情報をできるだけ取得し
たいと要望しても，「本人の同意」がなければできない
のである．しかし，言い換えれば，「本人の同意」があ
れば，提供できるということでもある．
　通常，施設では，利用者の入所時に，利用目的等が記
載された文書（「個人情報使用同意書」等）に利用者本
人と家族がサイン，捺印しており，「本人の同意」を得
ているとしている．認知症になると，時間の経過ととも
に，理解力，判断力が低下する．入退院を繰り返し時間
が経過すると，入所時に「同意」を得ることが困難にな
るケースが増えてゆく．一方で「軽度から中等度のアル
ツハイマー病の認知症患者は，自己のケアや医療に関す
る要望を伝えることができる」（箕岡ら 2012：16-17）と
いう調査結果も報告されている．認知症高齢者は「理解
力，判断力ができない人」として捉えるのではなく，施
設職員が認知症利用者の理解力，判断力に応じて，可能
な限り本人の同意を得るよう努めることが求められる．
　生活歴等の内容に関して，入退院に関わる業務を担当
している職員は，生活歴等というプライベートな内容の
情報を，第三者である他の施設職員に《どこまで情報提
供してもいいのか迷う》心理状況にある．福祉関係事業
者は一般に，多数の利用者やその家族に関して，他人が
容易には知り得ないような個人情報を詳細に知り得る立
場にある（福祉分野における個人情報保護に関するガイ
ドライン 2013：５）．介護に関して言えば，積極的に情
報収集しなくても，受動的に知り得る情報もある．
　医師をはじめ医療福祉従事者には，「刑法」第 134 条
や「介護福祉士及び社会福祉士法」第 46 条，「保健師助
産師看護師法」第 42 条，「介護保険法」第 28 条など，
それぞれの職種に適用される法律等によって，守秘義務
が課せられている．
　これまでは，利用者等からできるだけ多くの情報を得
ると良いとされていたが，生活歴等の情報は，認知症高
齢者が「その人らしく」生活できるように支援すること，
本研究で言えば，認知症高齢者のリロケーションダメー
ジを軽減し，新しい環境でその人らしく生活できるよう
な支援をすること，が本来の目的である．その目的は，
個人情報保護法では，「利用目的の通知」（第 18 条）に
相当する．他施設に提供する生活歴等の内容が，認知症
高齢者が「その人らしく」生活するために本当に必要な
情報なのか，センシティブな内容の情報に関しては，提
供の可否を一人で判断するのではなく，複数人で判断す
ることが大切である（箕岡ら 2012：71）．
　生活歴等の施設間連携は，個人情報保護法をはじめと
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する各々の法律を厳守しながらも，その本来の意義は，
お互いの信頼関係のもとに成立するものであるという認
識を共有することが前提となる．
３．【情報の量・内容が不十分】について
　転院先に生活歴等の情報を提供する時に，元の生活歴
等の情報が量・内容とも不十分であるため，提供するだ
けの意義がある量・内容がないということである．
　施設内での生活歴等の情報収集に関しては，介護職員
等は生活歴等の必要性は認識しているものの，十分な情
報収集はできていないといわれている．情報収集ができ
ていない要因として，「心理的な要因」と「情報の内容
の不確実さ」の二側面があり，「心理的な要因」の側面
には，自己決定が困難な認知症高齢者からプライベート
な内容である生活歴等の情報収集をしてもよいのかとい
う迷いがある．「情報の内容の不確実さ」の側面には，
認知症の中核症状である，記憶障害や見当識障害，判断
力の低下等により，認知症高齢者に生活歴等を聞くたび
に，返答内容が異なるため，《情報の内容が曖昧》になっ
ていることが挙げられる（稲田 2015：55）．また，家族
が遠方に在住していたり，認知症高齢者自身の独居生活
が長いなどの理由で，認知症本人はもとより，《家族・
親族から情報が得られない》状況もある．認知症高齢者
の生活歴等の情報収集に積極的に取り組んでいる施設が
ある（認知症ケア最前線 2015：106）．そのような施設
の取り組みや工夫を参考にし，認知症高齢者がその人ら
しく生活できるよう支援していかなければならない．
　生活歴等は変化するものではない．時間の経過ととも
に，認知症高齢者のコミュニケーション能力は低下し本
人が発信することが困難となり，また，自分自身のこと
もわからなくなってくる．しかし，そこの施設で得た情
報が途切れるのではなく，次の施設に繋がり，積み上げ
ていくような仕組みを考えていかなければならない．
４．【記録用紙の不備】について
　利用者の情報を施設間連携する際使用する公的で代表
的な書類として，「入院時情報提供書」（入院時情報連携
加算で使用），「退院・退所情報記録書」（退院・退所加
算で使用）がある．
　「入院時情報提供書」は，利用者が病院・診療所に入
院した時に利用者の心身の状況や生活環境，サービス内
容等，必要な情報を提供した場合に，情報を提供した居
宅介護支援事業所に介護報酬として加算されるものであ
る．「退院・退所情報記録書」は，利用者が退院・退所
にあたり，介護支援専門員が病院又は施設に出向き，当
該職員との面談により利用者に関する必要な情報を得た
うえで，当該情報を反映した居宅サービス計画を作成し
た場合に算定されるものである．
　「退院・退所情報記録書」は，必要な情報を記載する
標準様式例が示されているが，「入院時情報提供書」に
おいては，当該様式例等は特に示されていない．標準様
式例が示されている「退院・退所情報記録書」には，生
活歴等を記載する欄はなく，「入院時情報提供書」にお
いては，例として多数の様式が提示されているが，生活
歴等は，生活環境の一部分として記載されるようになっ
ている．両者とも，様式の追加は可能であり，様式の内
容は，施設に委ねられており，生活歴等に関する《共通
に使用できる書類・様式がない》状況となっている．
　生活歴等の情報を施設間連携する際，その元となる施
設等で使用しているアセスメントシート（基本情報シー
ト等）の生活歴等の記入欄のほとんどは，「生活歴」と
記載されているだけで，自由に記載できるような空欄に
なっていることが多い．これは，利用者に合わせ自由に
記載できるという長所がある一方で，何を記載すればい
いのか分からず《施設により内容の程度に差がある》と
いうような状況となる．
　生活歴等の項目・内容は個々のケースで異なる．稲田
らは，生活歴等の情報収集の「必要性の度合い」と「把
握の実際」との関係から，ともに上位の項目から優先的
に情報収集することと，アセスメントシートに具体的に
記述できる様式を作成することを提案している．生活歴
等の施設間連携においても，同様のことが考えられる．
以上の調査結果から，筆者は①生活歴等のアセスメント
シートの作成，②施設間連携に当たっての手引きの作成，
③高齢者自身が記載する「自分ノート（仮称）」の作成
を提案する．
①生活歴等のアセスメントシートの作成では，稲田らの
これまでの研究を基に生活歴等の項目・内容を具体的に
記載している様式を作成する．その様式は，施設間連携
でも使用可能な様式とする．
②施設間連携に当たっての手引き作成では，①で作成し
たシートを活用する時に，心理的な要因が軽減できるよ
うな内容の手引きを作成する．
③高齢者自身が記載する「自分ノート（仮称）」では，
生活歴等の情報は本人個人のものである．箕原らは，「患
者から得た情報は『医療者側の情報』と考えられていた
が，1974 年のアメリカのプライバシー法，1980 年の
OECD の８原則，1995 年の EU 指令等以来，世界的に
情報は患者本人のものという考えが強くなった」と述べ
ている（箕岡ら 2012：67）．同意は得ているものの，本
人のものを第三者が取り扱うために，いろいろな混乱が
起きることになる．一方，長崎県大村市では，「大村市
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版人生ノート」を協働で作成している．これは，認知症
などで判断力が低下した場合に備えて，最後まで「自分
らしく」生きることを考えるツールとして共同で活用し
ようとするものである．有効な支援を目指して「大村市
版人生ノート」や終活用にエンディングノートが作成さ
れている．
　高齢者自身が，認知症になる前から自分自身のことを
書き留め，それを転居（施設・病院等）の際持参し，「自
分らしく」生活できるよう介護される際の参考にしても
らう．また，生活歴等の情報の記載だけでなく，人生を
振り返ったり，これからどう生きるのかなど考え得られ
るような「自分ノート（仮称）」を作成する．以上が本
研究の目指す目標の一段階である．
Ⅴ．まとめ
　本研究の目的は，認知症高齢者の生活歴等の施設間連
携の現状と課題を明らかにし，そこから方法論を探求し
構築することであった．その結果，生活歴等の施設間連
携はできておらず，その要因は【時間的余裕がない】【プ
ライベートな内容である】【情報の量・内容が不十分】【記
録用紙の不備】であった．認知症高齢者のリロケーショ
ンダメージを軽減するため，①生活歴等のアセスメント
シートの作成，②施設間連携にあたっての手引きの作成，
③高齢者自身が記載する「自分ノート（仮称）」の作成
を提案した．今後は，これらの情報をもとに，実践可能
となる「形」あるものを作成していきたい．
付記
　本研究は，日本学術振興会科学研究（課題番号：
26380821）の成果の一部である．
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